
（単位：円）

流　動　資　産 154,676,456 流　動　負　債　 2,777,487,630

22,035,422 33,551,268

92,306,102 2,521,764,615

3,606,250 71,301,971

3,717,165 863,000

17,025,613 11,542,100

12,257,358 19,825,000

3,549,790 49,736,036

735,071 31,624,453

△ 556,315 7,000,144

29,283,200

固　定　資　産 948,693,143 995,843

有形固定資産 886,501,478 固　定　負　債 197,436,533

建 物 1,459,952 　　長　期　借　入　金 10,340,000

建 物 附 属 設 備 6,056,078 　　退職給付引当金 161,914,513

機 械 装 置 1,179,249 　　役員退職慰労引当金 235,000

器 具 備 品 8,442,613 864,636

土 地 867,581,000 24,082,384

車 両 運 搬 具 1,782,586 2,974,924,163

無形固定資産 9,968,351 株　主　資　本 △ 1,873,188,877

ソ フ ト ウ エ ア 9,968,351 資　　本　　金 100,000,000

資　本　剰　余　金 300,000,000

投資その他の資産 52,223,314 300,000,000

投 資 有 価 証 券 42,829,764 利　益　剰　余　金 △ 2,273,188,877

出 資 金 1,345,000 25,000,000

差 入 保 証 金 6,709,200 △ 2,298,188,877

そ の 他 の 投 資 等 1,339,350 繰越利益剰余金 △ 2,298,188,877

評価・換算差額等 1,634,313

1,634,313

△ 1,871,554,564

1,103,369,599 1,103,369,599

第43期決算公告

貸　 借　 対　 照　 表
（２０２５年３月３１日 現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

現 金 ・ 預 金 買 掛 金

売 掛 金 短 期 借 入 金

未 収 収 益 未 払 金

商 品 未 払 法 人 税 等

原 材 料 未 払 事 業 所 税

貯 蔵 品 未 払 消 費 税 等

長 期 繰 延 税 金 負 債

前 払 費 用 未 払 費 用

そ の 他 の 流 動 資 産 契 約 負 債

貸 倒 引 当 金 預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

預 り 保 証 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

そ の 他 の 固 定 負 債

負 債 合 計

純　 資 　産　 の　 部

その他資本剰余金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金



1．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　①棚卸資産の評価方法及び評価基準
　　　　商品･原材料･貯蔵品･････････････最終仕入原価法

　　②有価証券及び出資金の評価方法及び評価基準
　　　　出資金････････・・･････・・・・・・･移動平均法による原価法
　　　　その他有価証券
　　　　　市場価格のある有価証券･･････決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　(評価差額は全部資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に　
           より算定しております。)
         市場価格のない有価証券･･････移動平均法による原価法

　　③固定資産の減価償却の方法

　　　(1)有形固定資産
　　　　 定率法を採用しております。
　　　　 ただし、1998年4月1日以降に取得した建物、2016年4月1日以降に取得
　　　　した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しています。

　　　(2)無形固定資産
　　　　　定額法を採用しております。
　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
　　　　　に基づいております。

　　　(3) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
　　　　　ます。

　 　④引当金の計上基準

       貸倒引当金・・・・・・・・・・・債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権
                             　　　　   については貸倒実績率（法人税法の法定繰入率
　　　　　　 　　　　　　　　　　　　が貸倒実績率を超える場合には法定繰入率）によ
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　 り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別
　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上し
　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　ております。

       賞与引当金・・・・・・・・・・・従業員の賞与の支給に充てるため、支給対象期間
　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 に応じた支給見込額を計上しております。

       退職給付引当金・・・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当期末における
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付債務及び適格退職年金資産の見込額に基
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　づき計上しておりましたが,適格退職年金制度を廃止し、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2009年5月から退職給付債務及び確定拠出型年金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制度(前払退職金との選択制)へ移行いたしました。

個　別　注　記　表　
 (2024年4月1日から2025年3月31日まで）



        役員退職慰労引当金・・役員の退職慰労金の支給に備えるために内規に基づく
　　　　　　　　　　　　　　   期末要支給額を計上しております。

       ⑤消費税等の会計処理
　　　　  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

　　　
2．貸借対照表に関する注記

       ①有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　建物　　　　　　　           円

　　　　　建物附属設備　　　　　  円

　　　　　構築物　　　　　　　          円

　　　　　機械装置　　　　         　 円

　　　　　車両運搬具　　　          円

　　　　　工具・器具・備品　　　　　　      円

　　　　　リース器具・備品　　　　　  円

　　　　　土地　　　　　　　　　　　　  円

　　　　　　　　計　　　　　　　         円

　　　　　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

      ②関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額
　　   　短期金銭債権　　　              　 　 0 円

　　   　短期金銭債務　　　　　　　　　　 円

3．損益計算書に関する注記

       関係会社との取引高
　　　　　営業取引による取引高                27,649,000 円

　　　　　営業取引以外の取引による取引高　　 5,954,569 円

4．株主資本等変動計算書に関する注記

       発行済株式の種類及び総数

5．税効果会計に関する注記

　　　　該当事項はありません。

6．リースにより使用する固定資産に関する注記

　　　　該当事項はありません。

2,245,129,946

24,132,000
167,691,933

11,097,678,732

5,979,011,913
3,269,156,652

234,622,084
373,206,160
15,314,898

1,034,543,092

種類 前期末株式数 当期増加 当期減少 当期末株式数

普通株式 8,000 0 0 8,000

計 8,000 0 0 8,000



7．関連当事者との取引に関する注記

（単位：千円）

会社等の名
称 所在地 資本金 事業内容

議決権の
所有割合

関連当事
者との関係

取引内容 取引金額 科目 期末残高

利息の支払 5,954 短期借入金 2,240,000

8．1株当たり情報に関する注記

　　　　①1株当たりの純資産額 △ 233,944 円
　　　　②1株当たり当期純利益 10,695 円

9．重要な後発事象に関する注記
　　　　該当事項はありません。

名鉄ﾎﾃﾙ
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝ

ｸﾞｽ
名古屋市 100,000 中間持株会社 88% 親会社


